
○熱海市介護サービス提供体制整備促進事業費補助金交付要綱 

平成２５年３月２９日 

告示第３９号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護サービス提供体制整備促進事業費補助金交付要綱（平成２７年静岡

県告示第６８７号。以下「県要綱」という。）に基づき、介護サービス提供体制整備促進事

業を行う者に対し、予算の範囲内において交付する補助金に関し、熱海市補助金等交付規則

（昭和３９年熱海市規則第２９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

（補助の対象者） 

第２条 補助の対象者は、熱海市内に事務所又は事業所を有し、又は設置しようとする事業者

であって、熱海市内で県要綱第２に規定する介護サービス提供体制整備促進事業を行う県要

綱第１に規定するもの（以下「事業者」という。）とする。 

（補助の対象事業） 

第３条 補助の対象事業（以下「補助事業」という。）は、県要綱別表１に定める事業とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、次に掲げる経費とする。 

(1) 県要綱別表２の１(2)の表に定める経費 

(2) 県要綱別表２の２(2)の表に定める経費 

(3) 県要綱別表２の３(2)の表に定める経費 

(4) 県要綱別表２の４(2)の表に定める経費 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、県要綱別表第２に定める額とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする事業者は、規則第４条第１項の規定にかかわらず、

介護サービス提供体制整備促進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類

を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長が提出を要しないと認めた書類に

ついては、省略することができる。 

(1) 交付申請一覧表（様式第２号） 



(2) 申請額算出内訳表（様式第３号） 

(3) 事業計画書（様式第４号） 

(4) 資金状況調べ（様式第５号） 

(5) 事業に関する収支予算書の抄本 

(6) その他市長が必要と認める書類 

（交付の条件） 

第７条 規則第６条第１項第４号に規定する市長が必要と認める事項は、次に掲げるとおりと

する。 

(1) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなければ

ならないこと。 

ア 補助事業の内容の変更を（軽微な変更を除く。）をしようとする場合 

イ 補助事業に要する経費の配分の変更（当該事業費の額の１０パーセント以下の変更を

除く。）をしようとする場合 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

(2) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合にお

いては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならないこと。 

(3) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により

取得し、又は効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具その他財産については、減

価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数

を経過するまで、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならないこと。 

(4) 市長の承認を受けて、前号の財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を市に納付させることがあること。 

(5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならな

いこと。 

(6) この補助金に係る対象経費につき重複して、お年玉付き郵便葉書等寄附金配分金又は公

益財団法人JKA若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付を受けてはならないこと。 

(7) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証

拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止又は



廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管し

なければならないこと。 

(8) 補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から当該補助事業が完了す

るまでの間は、寄附金等の資金（共同募金会に対してなされた指定寄附金を除く。）の提

供を受けてはならないこと。 

(9) 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならないこ

と。 

(10) 補助事業を行うために締結する契約については、市が行う契約手続の取扱いに準拠しな

ければならないこと。 

（変更の承認申請） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者が、前条第１号に規定する変更、中止又は廃止をしよ

うとするときは、規則第６条第２項の規定にかかわらず、あらかじめ介護サービス提供体制

整備促進事業計画変更承認申請書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出し、

承認を受けなければならない。 

(1) 変更申請一覧表（様式第２号） 

(2) 変更申請額算出内訳表（様式第３号） 

(3) 変更事業計画書（様式第４号） 

(4) 事業に関する変更収支予算書の抄本 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条に規定するその他市長が指定する書類は、次に掲げるものとする。 

(1) 精算額一覧表（様式第２号） 

(2) 精算額内訳表（様式第３号） 

(3) 事業実績書（様式第４号） 

(4) 事業に関する収支決算（見込）書の抄本 

(5) 工事契約金額報告書（様式第７号）（開設準備経費等事業に係るものにあっては、納品

書等対象経費の詳細を証する書類） 

(6) その他市長が必要と認める書類 

（消費税仕入控除税額等に係る取扱い） 



第１０条 補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額（以下「消費税仕入控除

税額」という。）がある場合の取扱いは、次に掲げるとおりとする。 

(1) 第６条の規定により交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控

除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規

定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合計額に補助金所要額を補助対象経費で除

して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを補助金所要額

から減額して交付の申請をすること。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕

入控除税額等が明らかでない場合は、この限りでない。 

(2) 規則第１２条の規定により実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税

仕入控除税額等が明らかになった場合には、その金額（前号の規定により減額したものに

ついては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金額から減額して報告するこ

と。 

(3) 前号に定める実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当

該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（第１号又は前号の

規定により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税

仕入控除税額等報告書（様式第８号）により速やかに市長に報告するとともに、市長の返

還命令を受けてこれを市に返還しなければならないこと。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第２５号） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行前に改正前の熱海市地域介護・福祉空間整備等施設整備費補助金交付要綱

の規定により交付の決定があった補助金については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年告示第７９号） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

２ この告示の施行前に改正前の熱海市介護サービス提供体制整備促進事業費補助金交付要綱

の規定により交付の決定があった補助金については、なお従前の例による。 



附 則（平成２９年告示第６９号） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

２ この告示の施行前に改正前の熱海市介護サービス提供体制整備促進事業費補助金交付要綱

の規定により交付の決定があった補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年告示第１０５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

（平２８告示２５・令３告示１０５・一部改正） 

様式第２号（第６条、第８条、第９条関係） 

（令３告示１０５・全改） 

様式第３号（第６条、第８条、第９条関係） 

（令３告示１０５・全改） 

様式第４号（第６条、第８条、第９条関係） 

（平２８告示２５・旧様式第２号繰下・一部改正、令３告示１０５・一部改正） 

様式第５号（第６条関係） 

（平２８告示２５・追加、令３告示１０５・一部改正） 

様式第６号（第８条関係） 

（平２８告示２５・旧様式第３号繰下・一部改正、令３告示１０５・旧様式第７号繰

上・一部改正） 

様式第７号（第９条関係） 

（平２８告示２５・追加、令３告示１０５・旧様式第８号繰上・一部改正） 

様式第８号（第１０条関係） 

（平２８告示２５・旧様式第４号繰下・一部改正、令３告示１０５・旧様式第９号繰

上・一部改正） 

 


